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おわりに
はじめに
　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）は、わが
国で観測史上最大規模の地震動を記録し、大津波を引起した。仙台空港は、大
部分が浸水して甚大な被害を受け、航空機の発着、空港アクセスなど様々な防
災拠点としての空港機能を喪失した。復旧作業により、発災から 5日後には緊
急物資を運ぶ輸送機が離発着し、約 1か月後には民間航空機の利用が可能とな
った。しかし、空港機能の完全復旧までには発災から198日を要した。
　現在、とりわけ、発生の切迫性が高い南海トラフの巨大地震が想定される地
域の沿岸部に立地する空港では、地震や津波災害に対応する防災拠点としての
空港機能を早期復旧するための体制づくりは、緊急を要する最重要課題である。
　そこで、本稿では、この仙台空港における津波被害と復旧対応の経験から得
られた教訓および知見に基づき、各空港が津波被害を受けた場合に、救急・救
命活動、緊急物資・人員輸送、および民間航空機の運航再開に必要な空港機能
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を早期に復旧するための措置や対策について考察することとした。さらには、
関係機関をも含めた空港の復旧体制や復旧計画に加え、減災に向けた取組みに
関して、リスクマネジメントの観点からとりまとめることを試みた。
　なお、本稿の目的は、第 1に、空港の災害復旧活動において、東日本大震災
時の経験に基づき、特に緊急時の実態と対応策に関する情報を収集・記録し、
今後の空港防災対策に役立つ知財を整理することにある。第 2には、空港の津
波災害に対する早期復旧に向けた体制づくりに役立てる津波対応方策をとりま
とめることであるが、これについては、今後の継続的課題としたい。
Ⅰ．仙台空港における東日本大震災の対応
1 ．仙台空港の被害実態と処理過程
　仙台空港は、国が管理する空港で、仙台の中心部より約15kmに位置してい
る。年間乗降客数は約266万人（平成24年度）で、国内線 9 路線、国際線 5 路
線、エプロン12スポット（約17万m2）を有する東北地方の中核空港である。施
設の概要は、面積約240ha、滑走路は 2本（A滑走路：長さ3,000m×幅45m, B
滑走路：長さ1,200m×幅45m）あり、民間航空機は3,000mのB滑走路を使用
している。
　2011年（平成23年） 3月11日㈮14時46分、仙台空港では、激しい縦揺れと同
時に横揺れが約 5分間程度続いた。その後、余震が断続的に続く中、大津波警
報の発表を受け、職員が空港事務所の庁舎屋上へ避難してから約30分後の15時
59分に、大津波が、空港東側の太平洋から数波に分かれて襲来し、瓦礫、車両
などを巻き込みながら空港敷地内へ到達した。大津波襲来後、約 2分で空港敷
地内は大津波に呑み込まれ、仙台空港事務所のライフラインは寸断されて孤立
した。なお、津波の遡上速度は時速約14km、遡上高は旅客ターミナルビルで約
4.2m、空港事務所庁舎で4.3m、アクセス鉄道で5.3m、VOR/DME（VHF 
Omnidirectional Radio Range/Distance Measuring Equipment）で3.3m と記
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録された。全体的な地盤沈下は、10cmから20cmで、水平距離の移動は、東南
東で3.3mとなっている。
　この東日本大震災により、海岸から約 1 kmに位置している仙台空港では、
10mを超す津波が襲来し、最大で 5 mから 6 mの浸水が生じた。孤立した空港
ターミナルビルには1,600人ほどの人々がとり残されると同時に、避難所ともな
った。空港ビル避難者（ 3 階）は、1,422人（旅客697人、外国人 9 人を含む、
周辺住民382人、従業員343人）、空港事務所避難者（屋上）は、158人（空港職
員122人、空港作業員36人）、負傷者はなかった。
　津波被害を被った日本で唯一の空港における危機的状況への対応の実態は、
以下のとおりであった。
3 月11日㈮
14時46分　地震発生（仙台空港震度 6強を観測）
14時49分　大津波警報 6 m発表、職員は庁舎 3階へ避難
15時06分　仙台空港閉鎖
15時14分　大津波警報10m発表、職員は庁舎屋上へ避難
15時56－59分　仙台空港に大津波到達、空港浸水
•近隣住民への対応
　地震時のマニュアルに基づき、仙台空港ビルの職員は、手分けして館内施設
や負傷者の点検・確認を実施。被害のないことを確認中、津波警報が発表され、
ハンドマイクなどで旅客に空港ターミナルビルの 2階と 3階に避難するよう呼
びかけた。その間に、津波警報の予想される波高が 5 mから10mへ変更された
ため、全員 3階に避難するよう誘導。
　仙台空港は、名取市と岩沼市の 2つ市にまたがっているが、両市の住民が空
港ターミナルビルに避難してきた。老人ホームの入所者と職員も避難してきた
ため、周囲の人たちと協力して各自の状況に応じた対処を行う。
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15時56－59分（仙台空港に大津波到達、津波襲来後空港浸水）
•浸水被害発生
　津波の第 1 波はエプロン（駐機場）へ浸水。第 2 波以降は、濁流となって、
海と空港の間にある防風林の松の木を越え、家屋を倒壊し、用水路を横切って
空港に到達。空港ターミナルビルの中に海水と瓦礫が流れ込み、床上 3 mの浸
水となった。 3階へ避難する途中で逃げ遅れた人も職員らが救出。地下と 1階
に機能が集中していたため、ライフラインが全滅し、非常用の発電装置が使用
不能となった。
16時30分
•避難者へ対応
　避難所となった空港ターミナルビルでは、避難者の数が多いため、職員だけ
ですべてを取り仕切ることが不可能と判断された。したがって、まず避難者を
グループに分け、グループごとに避難場所を割り振ることにした。旅客と航空
会社の関係者は国内線の搭乗待合室、岩沼市住民は国際線の搭乗待合室、名取
市住民は有料待合室、職員は 3階の事務所を避難場所とした。それぞれのグル
ープから世話役として、航空会社の社員や町内会の役員などの代表者を出して
もらい、仙台空港ビルの役員 5人と組んで本部を結成。
　電話は不通で、携帯電話には通話制限がかかるため、外部との連絡が途絶え
たが、名取市の消防本部と宮城県のレスキューを要請。航空会社は無線を使用
して連絡を行う。しかしながら、状況は伝えられても、周囲が水没しているた
め、救助活動はできない状況であった。
18時
•夜間の備え
　毛布の備蓄が200枚程度あったため、高齢者に優先的に配布。建物 1階の窓と
壁がすべて破損しているため、寒さが厳しく、寒さに対応するため、検疫所の
職員が着用している感染症対策用の防護服を提供してもらうほか、貨物事業所
からは梱包用のビニールシートの提供を受け、体に巻いて使用。
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19時
•食料の配布
　本部メンバーを招集し、各グループの食料を手渡し、配布。食料は、仙台空
港ビルの関連子会社が運営するターミナルビル内の売店に店頭品と在庫品をす
べて提供してもらい、ビニール袋に 1人分の食料を入れたセットを大量に用意。
中身は萩の月、笹かまぼこ、お菓子、および飴 1個。この時点で、第 1回の本
部会議を行い、避難者の人数を把握するため、各グループで全員の名前と住所
を書いた名簿を作成。この名簿に基づき、避難者数は1,695人であることが判
明。内訳は、旅客450人、地域住民250人、老人ホームの入所者とその職員100
人、空港職員および館内スタッフ400人、その他、貨物や駐車場などの複数の事
業所関係者および空港への来訪者約400人。
•情報ステーションの設置
　日暮れと同時に建物内部は明かりがなく、備蓄していた懐中電灯を本部のメ
ンバーに渡す。備蓄ローソクは、火災の危険性があるので、使用を禁止。
　外部の情報が閉ざされ、情報源がラジオのみの状況下で、避難者と情報を共
有するため、 2階のロビーにテーブルと椅子を設置し、手回し充電もできる非
常用のラジオを置いて職員が夜中も交代で待機する。
3 月12日
7 時
•医療措置
　昨日の夕食と同じ食料セットを作り、本部メンバーに配布。同時に本部会議
を開催。水の流れないトイレ処理に関し、トイレに新聞紙とビニール袋を設置
し、各自処理することにした。
　仙台空港ビルの子会社、テナント、すべての売店に医薬品の提供を依頼。必
要な人が自由に持っていけるように机の上に並べる。救急車が来られない状況
下で、旅客に医師と老人ホームの職員に看護師が数人いたため、体調の悪い人
の対応を依頼する。
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10時30分
•救助隊の到着
　富山県高岡市の消防救助隊がゴムボートで救出のため10艇到来。自衛隊は、
空港全体が冠水している状況では本格的な救助は難しいと判断。 1艇あたり一
度に 2‐ 3人程度しか乗れないため、体の不自由な人と病人を最優先し、次い
で、高齢者、子供の順で救助。
12時
•通路の確保
　国土交通省の管轄である仙台空港事務所の代表者より、海から最も離れた浸
水の浅い位置に、空港を囲む制限フェンス用の扉があり、その扉を自衛隊に取
り壊してもらえば、通路を確保できる可能性があることが判明し、試みること
となった。
14時
•救助活動開始
　自衛隊が当該扉を破壊し、空港外部との通路が開通。この通路により、岩沼
市が空港ターミナルビルまで救助に到来。滑走路は地面を高くして造られてい
るため、水がかなり捌けており、瓦礫を回避しながら車が走行可能であった。
大量の菓子パンと飲料水が届けられ、急病人を病院へ搬送。
　この時点では、まだ大津波警報が発表中であったため、避難者を移送するこ
とは見合わせ、もう一晩延期。
3 月13日
7 時
•全員退去（津波から 5日目）
　大津波警報は、夜の間に津波警報に格下げとなった。名取市や各航空会社は、
バスをチャーターし、避難者の移送を開始。歩いて戻る人は全体の 3分の 1程度。
　名取市は、避難所がすべて被災したが、新たな避難所を見つけることができ
た。岩沼市からは、避難先が確保できないため、見つかるまで空港に置いてほ
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しいとの要望が出された。そのため、空港ビル側は、男性社員が岩沼市の避難
所が見つかるまで、シフト制で24時間空港に待機することとした。女性社員は
1週間後まで自宅待機。岩沼市からは市の職員 2人を常駐させるとの申し出が
あり、おにぎり150個の差し入れと簡易トイレの設置が行われた。
3 月14日
　車両および瓦礫撤去の応急復旧作業を空港基本施設維持事業者の協力を得て
実施。作業機械は、トラクターショベル、ダンプトラック、バックホウ、清掃
車、散水車など、延べ約1,100台、作業員は、瓦礫切断、集積、除去、清掃作業
など延べ2,000人で、瓦礫の量は約 2万m3。
3 月15日
　救急救命・緊急輸送用ヘリコプター離着陸スペースの運用を実施。自衛隊ヘ
リコプター 2機が着陸。
3 月16日
　仙台空港の滑走路面の清掃作業は、震災 2日後から開始されており、滑走路
東半分（1,500m）の土砂および瓦礫の撤去が終了し、空港復旧支援のために、
米軍の一番機（C-130）が着陸した。
14時
　岩沼市が、旅館を新たな避難所として確保できたため、100人ほど残っていた
住民の移送を完了。仙台空港に避難した約1,700人全員が無事退所。
　空港庁舎の一部に仮設エンジンによる電源供給を開始。
3 月17日
　救難目的の自衛隊機などへガンセットを使用した情報提供業務を開始。
3 月25日
　 仙 台 VOR/DME〔VHF（Very High Frequency）Omnidirectional Radio 
Range／Distance Measuring Equipment: 超短波全方向式無線標識施設／距離
情報提供装置〕の運用再開。
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3 月31日
　非常用管制塔での情報提供業務に移行。
4 月 6 日
　仙台ORM（Operation and Reliability Management System: 運用・信頼性管
理システム）が仮復旧し、場外施設の監視が可能となる。
4 月11日
　簡易卓および第 2航空局を使って管制塔VFR（Visual Flight Rules: 有視界飛
行方式）室での情報提供業務に移行。
4 月13日
　仙台ILS（Instrument Landing System: 計器着陸装置）の運用再開。
管制塔VFR室で飛行場管制業務および進入管制業務を開始。
民間航空機の運航再開（ 1日12便）。
4 月15日
　非常用レーダーを使用し、IFR（Instrument Flight Rules: 計器飛行方式）に
よりターミナルレーダー管制業務を開始。
高圧受配電設備仮復旧。
2 ．仙台空港の被害状況
①空港基本施設（滑走路、誘導路、エプロン）
•着陸帯全域に土砂、瓦礫、自動車等が散乱
•一部区域の冠水
•滑走路、誘導路、およびエプロンにおける舗装のひび割れ（クラック）発生
•宮城県道地下道横断部の液状化による陥没
•規定勾配を超える舗装沈下
②管理・保安施設（場周道路、保安道路、場周柵）
•地下道直上場周道路の沈下
•空港東側場周道路の液状化
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•土砂、瓦礫、自動車等の散乱、一部区域の冠水
•一部を残し空港周囲のほぼ全周にわたり場周柵の倒壊
③ 管制・通信施設（TX：Radio Transmitter：無線送信機、RX：Radio Receiver： 
無線受信器、ASR：Airport Surveillance Radar：空港監視レーダー、SSR：
Secondary Surveillance Radar：二 次 監 視レーダー、ATIS：Automatic 
Terminal Information Service：飛行場情報放送業務）
•管制塔、庁舎 1階、機器室、監視制御装置は水没により使用不可
•一部区域（ASR/TX局舎、受信局舎）は若干浸水
④航空保安無線施設（局舎、VOR/DME, ILS）
•管制塔、庁舎 1階、機器室、監視制御装置は水没により使用不可
•一部区域〔VOR/DME、 ILS（Instrument Landing System：計器着陸装置）、
GS（Glide Slope：グライドスロープ装置）〕は若干浸水
⑤ 航空灯火施設（標準式進入灯、滑走路関連灯火、誘導路関連灯火、エプロン
照明灯）
•軽量型灯柱およびフェンス全数倒壊、一部流出
•灯器の破損、流出、冠水（誘導路関連灯火）
•電源盤冠水
⑥空港電力施設（受配電設備、制御装置、予備発電設備）
•浸水および冠水
⑦消火救難施設（消防車両等）
•津波により消火救難車両被災
⑧空港ターミナル施設（空港ビル、貨物ビル、駐車場、道路）
•空港ビル 1階浸水
•貨物ビル：漂着した車両により火災発生
•駐車場および道路：全域に土砂、瓦礫、自動車等が散乱
•道路案内標識など安全施設の一部破損
•雨水排水溝の一部破損
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•歩道の一部沈下
⑨アクセス施設（仙台空港鉄道）
•仙台空港アクセス鉄道の空港下トンネル区間の水没および瓦礫等による埋没
•宮城県道空港線（仙台空港トンネル）の水没
⑩ライフライン
•東北電力の商用電源の停電
•バックアップ用非常用発電設備の水没
•空港事務所の給水ポンプ設備の水没
•電話等通信設備の水没による不通
　仙台空港は、地震発生から約70分後に到達した津波により、大きな被害を受
けたが、滑走路等の基本施設に関しては、液状化対策工事など事前の耐震対策
が一定の効果を発揮し、地震動による被害は、地震の規模に比べれば、比較的
軽微なものに留まったと評価されている。空港における津波高に関しては、現
地調査報告により、津波痕跡の高さ5.7m、浸水の深さは3.4mと推測されてい
る。なお、津波が仙台空港に到達した時間帯には、離着陸または駐機中の航空
機が全くなかったため、甚大な被害を免れた。
　津波の来襲により冠水したことに加え、大量の土砂、瓦礫、車両2,000台以上
が漂着し、空港の敷地全域に広範囲に散乱した。さらに、管制塔や旅客ターミ
ナルビルに設置されている機械設備および電気設備が浸水し、非常用発電設備
の水没など、津波の浸水または水流による大規模な被害が生じ、空港の運用が
不可能な状態に陥った。
　津波の後、貨物地区で車両が炎上し、上屋建物が炎上した。撤去した車両は
全体で約1,000台であった。航空大学校仙台分校の訓練用航空機は、10機中訓練
のため 3機は上空を飛行中で、残りの 7機は被災した。その内の 1機は着陸態
勢にあったが、管制官から津波が来ることを連絡され、回避できた。
　津波警報（大津波）の発表後、旅客、空港関係職員、および周辺地域からの
避難者など1,422名が、仙台空港ターミナルビルに避難した。津波警報が継続す
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る状況下で、地震発生から 2日後まで旅客ターミナルビルに留まり安全が確保
された。
　被災後、自衛隊および米軍との協力体制による瓦礫の撤去作業、舗装の応急
復旧作業、他の空港から仮設電源設備や管制・通信施設などの搬入・設置作業
が実施され、空港の復旧が段階的に進められた。同時に関係機関との連携によ
り空港周辺の排水作業、アクセス道路の啓開作業が行われた。
　結果的には、地震発生後 4日後に、緊急用の回転翼機（ヘリコプター）が運
用され、 5 日後には、1,500mの滑走路を確保して緊急物資輸送用の固定翼機
の離着陸が可能となり、米軍による支援物資を積載した輸送機合計87機が仙台
空港へ到着した。さらに、地震発生から約 1か月後には民間航空機の利用も可
能となり、被災地に直結する交通手段として機能し、東北地域の復旧・復興に
重要な役割を果たすこととなった。
　応急復旧作業については、米軍海兵隊と自衛隊の協力作業があった。先遣隊
の米軍海兵隊および空軍とも 3月15日に到着し、自衛隊と作業内容の調整を開
始した。自衛隊は、発災直後から捜査救難、身元確認活動、および周辺の瓦礫
撤去を行い、米軍と調整、緊急物資輸送の二次輸送を実施した。米軍は 3月16
日から緊急物資輸送活動を開始し、米軍海兵隊は 2 百数十名が空港に駐屯し、
3月20日よりターミナル地区の瓦礫撤去作業に取組んだ。
3 ．空港ターミナルビル復旧における津波対策の教訓
　電気、ガス、空調などのシステムが置かれている機械室が地下と 1階にあっ
たため、全滅した。これに対して、水が浸入できないように止水対策をとった。
扉は、空気の層を挟み鉄板を 2枚組み合わせた止水効果の高いパーフェクトエ
アタイトにし、 1 m2につき 8 tまで耐えられるものを採用。さらに、津波の水
圧で破損しないように、扉と壁を鉄骨で補強。震災時に指令を出す防災センタ
ーは、 1階から中 2階へ移設。
　地震発生から約 1か月で仙台空港の早期復旧整備が可能となった理由は、①
40
政策創造研究　第 8号（2014年 3 月）
職員やその家族に犠牲者がいなかったこと、②復旧作業中に天気に恵まれたこ
と、③新管制塔への移行を 1年後に控えていたため、仙台空港の復旧整備に必
要な情報が管制技術課にあり、担当者が認識していたこと、による。
　航空管制官はハードの無線関係施設のインフラストラクチャーがなければ、
業務ができないという認識が必要である。
4 ．大規模災害発生時の目的地外着陸（ダイバート）への誘導処理
（ 1）ダイバート先空港の決定要素
　大地震が発生した場合、当該地域の空港は直ちに閉鎖される。離着陸に不可
欠な滑走路には、絶対の安全性が要求され、地震によって滑走路にひび割れな
どの損傷が生じている可能性があるため、地震発生後に点検車両が滑走路表面
を点検し、安全が確認されるまで、滑走路は離着陸禁止となる。したがって、
その間、航空機は、地上または上空で待機することになる。
　滑走路に不具合が発見された場合には、着陸不可能となり、航空機は他の空
港に目的地を変更（ダイバート）することになる。その場合には、飛行中のす
べての航空機に対して、航空管制と航空会社無線の両方から情報が送られてく
る。このコミュニケーションは通常の周波数で行われる。航空機の無線には、
非常時用の周波数や航空機同士で話せる周波数が割当てられている。
　目的地の空港をどこに変更するかは、主として、①残存燃料の量と滑走路再
開の時期を検討しながら判断し、その他には、②地震発生時の航空機の位置、
③より慣れている空港への着陸希望などのパイロットによる要請、④駐機場の
空き状態、⑤航空機の機種に適した滑走路の有無、⑥同じ航空会社よる地上支
援サービス供給可能な環境整備の状況、などの要素を踏まえたうえで最終決定
する。待機航空機が多い場合には、適切な空港がすでに受入れ不可能の場合も
あるため、時間的な余裕も含めて総合的に決断することになる。
　東日本大震災の発生時には、混雑空港である羽田空港と成田空港が一時的に
閉鎖となり、滑走路の使用再開が不明であったため、合計86便のダイバートが
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発生することとなった。
（ 2）東日本大震災当日のダイバート先空港
　東日本大震災当日、津波で壊滅的な被害を受けた仙台空港に向け飛行中であ
ったのは、大阪（伊丹）空港発と那覇空港発の 2便で、いずれも早い段階であ
ったため出発空港に引き返してダイバートにはならなかった。
新千歳空港　14機
函 館 空 港　 1機
新 潟 空 港　 1機
小 松 空 港　 3機
百 里 基 地　 2機
羽 田 空 港　 6機
横 田 基 地　11機（成田国際空港の閉鎖を受けて、同空港に着陸する予定
だったユナイテッド航空機が米軍横田基地に着陸）
中部国際空港　17機
大阪国際空港　 2機
関西国際空港　21機
広 島 空 港　 1機
福 岡 空 港　 6機
那 覇 空 港　 1機
〇東日本大震災時の代替空港
　東日本大震災の初期段階（72時間）において、75か所以上で孤立者数 2万人
以上が生じており、回転翼機による空中吊上げや屋上離発着による救助が行わ
れた。仙台空港は被災したが、 4日で応急復旧を果たせた。その間に、近傍の
陸上自衛隊霞目駐屯地が代替空港として回転翼機の活動を支援した。さらに、隣
県の公共飛行場では、回転翼機および固定翼機によるDMAT（Disaster Medical 
Assistance Team：緊急災害派遣医療チーム）の広域医療搬送が実施された。本
震災では初期段階の代替空港による捜索救助などの航空活動の実態が明らかに
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された。
　DMAT拠点空港はDMATの参集と医療搬送受入れが予定されており、沿岸
部の空港も一部予定されている。遠隔離島空港は発生頻度が低いが、陸路がな
く、一旦被災すると深刻な被害が想定され、本島および周辺島の協力が不可欠
となる。
Ⅱ．東日本大震災の教訓に基づく空港における
津波対策のシステム構築
1 ．空港津波災害対応の基本概念
（ 1）空港が果たすべき役割
　第 1に、津波に対して、旅客が安全な場所に迅速に避難するための避難する
ための避難計画の策定および津波にかかわる情報の伝達方法の多重化対策を講
じることにより、空港内の旅客、関係職員、および周辺からの避難住民などの
人命を保護する。なお、東日本大震災の地震発生時に仙台空港では、駐機中ま
たは地上走行中の民間航空機が無かったが、こうした事態も想定して対策を検
討することが必要になる。
　第 2 には、発災後 3 日以内の初期段階において、救急・救命、捜索・救助、
情報収集などの災害応急対策、緊急物資・人員の輸送活動のための航空機の利
用を可能とし、そのための活動拠点として機能させる。そのうえで、航空輸送
上の重要性に応じてできるだけ早期に民間航空機の運航を可能とする。
（ 2）想定すべき津波
　人命を守ることは必須の要件であり、人命保護対策を検討するうえで最大規
模の津波を想定する必要がある。これは、発生頻度が数百年から千年に 1回で
極めて低いが、発生すれば甚大な被害をもたらすものが対象となる。そのよう
な不確実性を考慮して、シミュレーションにより設定する。
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（ 3）津波対策の基本的な方針
　津波来襲の可能性がある空港においては、東日本大震災での経験を踏まえて、
緊急避難体制を構築するとともに、被害が発生した場合には早期に復旧できる
対策を講じる必要がある。
　空港機能を復旧していく作業は膨大かつ多岐にわたることから、応援職員を
派遣するなど、適切な体制を整えねばならない。復旧作業は多様な主体による
広範な作業実施が必要となるため、被災後にどのような空港機能をどのような
工程で復旧させていくかについて関係機関と情報共有し、事前に作業内容、そ
の体制を予め検討して、災害後直ちに実施体制を立ち上げることが求められる。
（ 4）空港の津波対策方針
　中央防災会議で発生確率および切迫性が高いとされている東海・東南海・南
海地震や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震（宮城沖地震等）など切迫性の高
い地震に対して津波リスクの高い空港において、空港の津波緊急避難計画を策
定する。
　空港における津波対策の基本方針は、①人命保護対策および②早期復旧対策
の 2つの対策から成る。
①人命保護対策（津波避難計画の策定）
　空港における津波浸水予想、津波情報の入手・伝達方法、避難指示（避難場
所、避難経路、避難の初動、および避難場所での安全確保）、地上走行・駐機中
の航空機に対する津波関連情報、安全関連情報の提供体制、関連機関の連携な
どを定める津波避難計画が策定されている。
②早期復旧対策方針
　発災後 3日以内に、救急・救命活動や緊急物資輸送活動の拠点として活用す
るために最低限必要な施設を利用可能にする。さらに、さまざまな復旧活動の
関係機関との協力体制を構築し、空港機能の早期復旧を図る津波早期復旧計画
を策定する。
　具体的には、以下の対策が挙げられる。
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○早期復旧のための措置
•漂流物の除去対策
•電源の早期復旧対策（移動式仮設発電設備の搬入計画）
•セキュリティー区域の早期確保対策（仮設場周柵の設置）
○復旧活動にかかわる関係機関との協力体制の構築
•アクセス道路の復旧
•排水作業の支援
○津波被害の軽減対策（浸水対策）
　津波リスクの高い空港において、重要な役割を果たす設備・機器類を設置し
ている建物の扉の水密性を向上させる改修工事が実施された。空港の非常用電
源設備が水没により使用不能となった場合に備え、仮設電源の設置作業が迅速
にできるように仮設電源接続盤の整備も合わせて実施された。
　東日本大震災を契機として、津波によって被災する可能性のある空港では、
今後この方針に基づき適切な津波対策を実施していくことになる。
2 ．空港復旧作業の着手時期設定における留意点
　空港復旧作業の着手時期は、各空港の立地条件、被害想定を踏まえ、以下の
点から被災空港の状況に応じて判断することが必要である。
（ 1）大津波警報発表中の復旧作業
　大津波警報発表中は、避難および人命保護を最優先とし、原則として復旧作
業は行わない。ただし、現地対策本部は、できるだけ早期に立ち上げ、初動体
制を確立することを行う。
（ 2）津波警報発表中の作業
•津波警報発表中は、空港の立地条件や津波シミュレーションなどの結果によ
り復旧作業の着手可能性について判断をする。
•復旧作業が着手可能な場合には、作業員の安全確保の方策を設定した上で、
作業員の退避時間を考慮して作業範囲を決定する。
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•復旧作業が着手不可能な場合にも、早期復旧対策に着手するための体制づく
りを行う。
（ 3）津波注意報発表中の復旧作業
　津波注意報発表中は、作業員の安全確保の方策を設定した上で、復旧作業に
着手する。
（ 4）共通事項
• 作業員の安全を確保する方策として、①作業員の待避場所、②避難命令等の
伝達方法の確保、③津波警報および注意報発表中の状況に対応した作業範囲
の設定を検討する。
•余震の発生を考慮した状況判断が必要であることに留意する。
3 ．空港の災害復旧目標設定に関する基本的対応
　空港の輸送形態と段階的な復旧目標は、空港に求められる機能の面から、以
下のような措置が考えられる。
（ 1）救急・救命活動の拠点機能
　復旧目標の時期は、「大津波警報解除後極めて早期の段階」とされるが、津波
により大きな被害が発生し、回転翼機（ヘリコプター）の受入れが困難である
場合には、代替空港および代替施設の有無について、地域防災計画を確認のう
え検討する必要がある。
（ 2）緊急物資・人員輸送受入れ機能
　復旧目標の時期は、被害想定に応じて段階的に設定する。第 1段階は、回転
翼機の受入れ機能を確保するまでの期間とし、第 2段階は、自衛隊の固定翼機
の受入れ機能を確保するまでの期間とする。発災後 3日以内に、緊急物資輸送
活動の拠点として活用するために最低限必要な施設を利用可能とすることを目
標とする。
（ 3）定期民間航空機の運航を可能にする機能
　復旧目標の時期は、緊急物資・人員輸送活動の開始後、できるだけ早期とな
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るが、セキュリティーの確保、旅客ビルの耐震性、空港アクセス、トイレなど
の利便施設の復旧状況を踏まえて復旧目標を設定する。
Ⅲ．空港施設の災害対策と課題
1 ．災害に対する空港の指針策定
　空港土木施設に関する対応としては、空港独自の耐震設計に関する基準整備
は、阪神・淡路大震災以降、以下のとおり、国土交通省などからさまざまな指
針が打ち出されている。
• 空港・航空保安施設の耐震性について（平成 8年／1996年 4 月）
　阪神・淡路大震災を契機に、前年に改正・発行された防災基本計画（中央
防災会議）などを踏まえ、空港・航空保安施設の耐震性のあり方についてと
りまとめられたもの。
•地震に強い空港のあり方（平成19年／2007年 4 月）
　新潟中越地震を契機に、空港施設の耐震性向上の方向性や地震災害時の空
港運用で配慮すべき事項についてまとめたもの。
•空港土木施設耐震性設計要領および設計事例（平成20年／2008年 7 月）
　空港全体の耐震性を確保するために、各施設に関する標準的な耐震設計の
手順を体系的に示し、設計の合理化および効率化を図ることを目的に策定し
たもの。
•空港における津波対策の方針（平成23年／2011年10月）
　東日本大震災での津波被害を契機に、大規模な地震が想定される地域の沿
岸部に立地する空港において、緊急避難体制の構築および津波被害を受けた
後の早期復旧の観点から検討を行ったもの。
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2 ．空港における地震被害事例
•新潟地震（昭和39年／1964年）
　新潟空港の滑走路が液状化による被害を受け、さらに、津波のために、滑
走路と空港ビルが浸水した。
•阪神・淡路大震災（平成 7年／1995年）
　伊丹市の大阪空港で滑走路にわずかなクラック（ひび割れ）が生じ、関西
国際空港では大きな被害は発生しなかった。
•釧路空港（平成 5年／1993年）
　釧路沖地震の際に、滑走路および誘導路などに50mから100m間隔に多数
の貫通ひび割れが発生した。十勝沖地震（平成15年／2003年）では、ターミ
ナルビルや管制塔の天井が落下した。
•海上保安庁の第二管区海上保安本部仙台航空基地（平成23年／2011年）
　 1階はほぼ水没。整備会社に駐機中の機体を含めて、ボンバルディアDHC-
8 -315、ビーチクラフトB-300、B-200Tの航空機 3機、ヘリコプター 5機が
流出・浸水。
•仙台空港（平成23年／2011年）
　地震により、誘導路やエプロンの一部に液状化による10cm程度の沈下が
発生し、滑走路と誘導路にクラックが発生。津波によって、ターミナルビル
1階部分を含む空港全体が浸水。大量の土砂や瓦礫、約2,000台に及ぶ自動車
などが漂着し、空港の制限区域を区画するセキュリティフェンスがほぼすべ
て倒壊。電力供給機能の停止、レーダーや航空管制機能を含む機械設備や地
上支援車両の使用不能、空港機能の不全。
3 ．地震に強い空港のあり方
○地震災害時における空港の役割と耐震性の向上
　平成16年 1 月の新潟県中越地震を契機として、地震災害時の空港の重要性が
再認識され、平成19年 4 月に地震に強い空港のあり方検討委員会で、地震災害
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時に求められる空港の役割と今後の耐震性向上の方針が報告された。
　過去の地震災害時に空港が緊急物資輸送の拠点として役割を果たしたように、
地震災害時に空港は緊急物資および人員の輸送基地として、重要な役割が期待
される。特に、航空ネットワークにおいて不可欠な役割を担っている空港は、航
空ネットワークの維持、後背圏経済活動の継続性を確保することが求められる。
　緊急輸送の拠点となる空港に求められる機能は、①発災後極めて早期に救急・
救命活動の拠点となる機能、および②発災後 3日以内に、緊急物資および人員
の輸送を受入れる機能である。機能確保に向けた空港整備の基本的な考え方は、
2,000m程度の滑走路を有し、自衛隊輸送機による大量輸送を受入れることが
可能な空港については、耐震性を向上させ、それ以外の空港については、ヘリ
コプターによる輸送を行うための施設の耐震性を向上させることである。
　航空輸送上重要な空港に求められる機能は、①発災後 3日を目途に定期民間
航空機の運航が可能となる機能、②再開後の運航規模は、極力早期の段階で通
常時の50％に相当する輸送能力を確保すること、および③航空ネットワークの
維持および背後圏経済活動の継続性確保と首都機能維持、である。機能確保に
向けた空港整備の基本的な考え方は、滑走路について、定期民間輸送機が極力
早期の段階で通常時の50％に相当する輸送能力を確保するために、必要な耐震
性を向上させることである。
4 ．空港の耐震化と災害時に求められる空港の役割
　空港施設の危機管理システムを構築する観点からは、①人と物の結節点であ
る空港は、海外とも直結する交通機関であり、保安対策の必要性および災害復
旧・復興拠点として防災対策の必要性が高く、危機管理システムの構築がとり
わけ不可欠な社会資本であること、および②航空輸送は、他の公共交通機関に
比べ速達性に優れており、輸送経路が空路であるため、空港施設本体が被災し
なければ、航空機の運航が可能な輸送手段であること、を前提としたうえで、
以下のような機能の保持を検討する必要がある。
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①救急・救命活動の拠点機能および緊急物資・人員の輸送受入れ機能
　被害状況の迅速な把握、救急・救命輸送、緊急物資・人員輸送
②航空ネットワークの維持
　航空ネットワーク全体への影響を回避
③背後圏経済活動の継続性確保
　公共交通機関の確保
○空港施設の耐震化
•基本施設（滑走路・誘導路）の陥没防止
•地下構造物の崩壊防止
•航空管制機能停止の防止と空港管理機能の確保（管制塔の倒壊防止）
•航空保安施設の機能確保（無線・照明施設の転倒防止）
○空港に必要な機能
（ 1）災害時に空港に期待される役割
　2005年10月の新潟県中越地震では、被災を免れた新潟空港が、緊急物資や人
員の輸送拠点および新幹線に代わる高速交通輸送手段の拠点として、役割を果
たした。
（ 2）空港が一定の役割を果たすための要件
•一般的な地震動に対して、航空機の運航に必要な機能に支障がないこと
•大規模地震動に対して、人命に重大な影響を与えないこと
•航空機の安全運航のため、航空管制機能が停止しないこと
①救急・救命活動の拠点機能
　発災後、早期に活動が開始される救急・救命活動を支援する機能（ヘリコ
プターが駐機、燃料補給可能な施設）
②緊急物資・人員輸送の受入れ機能
　発災後数日内に開始される被災地への緊急物資や人員の輸送活動を支援す
る機能（自衛隊輸送機が離発着・駐機、燃料補給可能な施設、緊急物資を一
時的に保管可能な施設）
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③民間航空機による暫定旅客輸送受入れ機能
　航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の継続に重要な役割を果たす空
港については、発災後、民間航空機の運航により、他の交通機関の代替輸送
を可能にする機能（民間航空機が離発着・駐機、燃料補給可能な施設）
○災害時の空港運用対応
①空港主体の対応
•迅速な緊急施設点検体制
•空港内事業者、関係機関等との連携強化
•被災地内外の空港との連携強化
•一般利用者への情報提供方法の確立
•緊急復旧体制の充実（維持管理業者の活用および資機材の搬入経路想定な
ど）
②地域との連携した対応
•海上保安庁、自衛隊、警察、周辺自治体、および空港内外の施設管理者（航
空会社、ターミナルビル会社、アクセス交通事業者等）などとの緊急連絡
体制充実
•地域および空港内関係機関との連携による帰宅困難者および緊急避難者な
どへの対応方策の充実
○救急救命ヘリコプターの発着・駐機機能
航空機発着機能─輸送機の離発着に必要な機能
　　　　　　　　　民間航空機による暫定旅客輸送に必要な機能
　　　　　　　　　就航便数に応じた駐機機能
管　理　機　能─空港管理機能（庁舎）
航 空 保 安 機 能─航空管制機能
　　　　　　　　　計器進入に必要な機能
　　　　　　　　　ヘリコプターの離発着に必要な航行援助機能
電 力 供 給 機 能
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燃 料 供 給 機 能
陸 路 輸 送 機 能─トラックによる陸路輸送機能
物 資 保 管 機 能─輸送物資の一時保管機能
旅客利便関連機能─旅客取扱機能
空港アクセス機能
Ⅳ．東日本大震災における空港の対応と課題
　震災当日は、首都圏空港で航空機の運航が一時的に停止し、空港のアクセス
が寸断されたため、空港施設が孤立する状態となった。特に、空港ビル会社と
事業者の連携が十分に取れず、利用者および従業員・職員にも混乱が生じた。
　さらには、地上交通機関の混乱により、翌日まで利用者が空港に滞留せざる
をえない状況となり、空港勤務者が利用者の安全確保のための誘導、食料や毛
布類の配布など、空港ビル会社と連携した迅速な対応を求められた。
　災害時に道路と鉄道が寸断され、移動手段が限られた状況下では、空港の防
災拠点としての重要性が再認識された。民間航空機関の他、自衛隊、海上保安
庁、米軍などにも空港が利用され、山形空港や福島空港などでは、運用時間を
24時間に拡大して、最大限活用できる環境が整備された。国内航空会社は、臨
時便を多数運航させ、救出・医療支援者、救援物資の無償輸送を行い、救難・
復旧対応に公共交通機関として寄与した。とりわけ、DMAT（Disaster Medical 
Assistance Team: 災害医療派遣チーム）および緊急物資・人員の輸送拠点とし
て空港が活用され、地元住民の緊急避難場所としても機能を果たしたことが評
価されている。
　東日本大震災における臨機応変な対応事例としては、東北地域の一部空港の
24時間運用、成田と羽田のU/L（Use it or Lose it）ルールの一時停止などが実
施されたことが挙げられる。
　空港のリスクマネジメント上検討すべき災害対応の指針と方針は、以下に示
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すような諸点を踏まえて構成されるものである。
○防災拠点としての空港の活用
•災害発生時における空港利用者に対する迅速かつ明確な指示の周知徹底体制
の整備
•空港システムの防災処理能力向上に含めたライフライン（電気、ガス、上下水
道、航空機燃料、ガソリン、軽油等）の確保、必要救援物資の備蓄量・備蓄
方法の検討など、基本的な空港機能の維持を目指した BCP（Business 
Continuity Plan）の整備
•災害発生時の緊急避難的な空港アクセス整備と避難経路の設定
•船舶での移動・輸送手段の確保
•航空管制を交えた空港の機能停止または低下に対応するシミュレーション
•空港が閉鎖された場合の他空港へのダイバートについて、国際線における受
入れ空港での入国手続き〔CIQ：Customs（税関）、Immigration（出入国管理）、
Quarantine（検疫）〕や日本の空域内での運航制限などを想定したシミュレー
ションの実施
•平時の規制や運用規則に縛られることなく、行政の迅速かつ柔軟な判断と対
応に加えて、国土交通省、財務省、法務省、厚生労働省、農林水産省、外務
省等の省庁間の連携確保
•事業者単位での対応だけでなく、空港全体で連携・協力して利用者や従業員・
職員の避難場所および緊急食料の確保・配布のシステム構築への取組み
•空港設置管理者と地元自治体との協力体制および地域との連携
•風評被害を回避・防止するために、被害状況に関する迅速な情報収集・把握
と適切かつ正確な国内外への情報発信体制の整備
○空港津波対策の概念
（ 1）空港の役割と機能
•津波に対して、旅客や利用者が安全な場所に迅速に避難するための避難計画
の策定、津波にかかわる情報の伝達方法の多重化対策により、空港内の旅客、
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関係職員、および周辺からの避難住民などの人命の保護
•発災後 3日以内の初期段階における救急・救命、捜索・救助、情報収集など
の災害応急対策、緊急物資および人員輸送活動のための航空機利用を可能と
し、これらの活動拠点として機能すること、さらに、できるだけ早期の民間
旅客機の運航実現
（ 2）緊急避難体制の構築
①ターミナル地区の旅客、周辺住民、空港関連職員等の避難対策
•津波に対し、人命保護のための避難行動を基本とした対策の実施
•気象庁の発表する情報を確実に入手するための防災行政無線の導入。空港
における避難指示を確実に周知させるため、複数の伝達手段の組み合わせ
•避難場所への経路
•避難指示の判断
　•空港機能の早期復旧対応
　•空港機能復旧の体制構築
　津波の被害復旧作業には多様な主体による広範囲の作業実施が必要となるた
め、被災後にどのような空港機能をどのような工程で復旧させていくかについ
て、復旧作業に関与する機関の中で情報を共有することが求められる。
○災害早期復旧措置
•救急・救命活動および緊急物資・人員輸送について、自衛隊などの関係者と
の協議・調整により、空港が確保すべき機能および施設の具体的状態を定め、
発災後の時系列に沿って求められる輸送形態に対応する段階的な復旧計画を
策定する。
•車両の空港内への漂流物を早期に除去するため、シミュレーションにより漂
流物の状況を想定し、これに基づいた除去作業計画を予め設定しておく。
•津波による冠水が予想される場合には、排水手段についても検討する。
•漂流した車両に起因する火災の発生、または漂流物が航空機燃料の貯蔵タン
クに衝突して炎上する可能性があり、防御対策を検討する。
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○緊急避難体制の構築
　ターミナル地区の旅客、周辺住民、空港関連職員などの避難対策
•避難活動の実施体制を確立するための体制・役割分担の明確化
•避難計画の実施を確実にするための訓練の実施
•津波の到達時間や路面の状況、航空機の安全な地上走行に必要な情報の収集
および提供
○施設被害軽減・早期復旧対策
•シミュレーションに基づく漂流物の想定と除去作業計画の策定
•火災などの二次災害の防止策を含む漂流物対策
•仮設発電設備の搬入計画の策定および設置場所の水密性の向上など電源の早
期復旧
•民間航空機の運航再開に必要な場周柵の復旧計画の策定など制限区域の早期
確保対策
•道路や河川部局との連携によるアクセスの確保および排水対策
○空港のBCP策定
　大規模災害が発生した時に、旅客や利用者の安全を確保しつつ空港機能の早
期復旧を図るべく、事業者が有する資源の被害を最小限に抑えつつ、事業運営
上重要な業務の継続や早期復旧を目的に、災害時における優先業務を継続する
ための方法・手段を事前に設定しておく計画を策定することが促進されている。
これは、BCPを定めることによって、業務の立上げ時間の短縮、災害発生直後
の業務遂行能力の向上などの効果をえることができるためである。
　想定被害として、空港施設の機能停止、交通アクセスやライフライン機能の
低下、死傷者の発生、交通アクセスの停止や運航機能の低下により、多数の滞
留者が発生する可能性がある。
　空港外からの交通アクセスが停止した場合を想定し、空港近隣に居住する社
員を早期参集要員に指名し、緊急対策本部の早期立ち上げの準備や初期の情報
収集にあたる訓練を定期的に行う。特に、参集訓練が重要となる。
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○空港における大規模災害時の被害想定事例
•空港に津波または高波が侵入し、航空機の胴体まで水位が上がり、満席の航
空機が流され、他の航空機または旅客ターミナルビルに衝突
•空港に津波または高波が侵入し、定期点検中で空の航空機燃料タンクが流出
•空港に津波または高波が侵入し、船舶が空港内に流出、航空機や旅客ターミ
ナルビルに衝突または大型船舶が座礁して制限表面を閉鎖
•地震による液状化で砂泥が大量にエプロンに流入し、駐機中の航空機の車輪
が埋設、移動不可能
•高盛土の空港で、地震による大規模な地滑りが発生して滑走路が消滅、長期
間の復旧活動が必要
○空港における災害時対応の課題
•災害時に、国内および国際民間航空輸送を広域に空港間で分担する代替輸送
•羽田空港の機能低下や新幹線の途絶
•国内航空輸送に関しては、羽田空港の代替空港は、主に他の首都圏空港に依
存
•わが国の国際航空輸送の機能低下を最小限にするには、関西国際空港および
中部国際空港において、数十便規模の臨時便増便が必要
○災害時に空港へ期待される役割と基盤整備
•事前対策としての防災拠点の耐震化と耐水化およびBCP
•初動対応として情報収集提供、連携体制、広域応援体制、TEC-Force
（Technical Emergency Control Force：緊急災害対策派遣隊）
•発災後、時間軸に応じて変化する空港の役割認識
•各空港のハザード認識と被害想定
•各空港に固有の潜在的脆弱性把握
•災害対策の合理的な優先順位付け
•空港基本施設の応急危険度判定
•空港相互の役割分担および航空ネットワークの臨時再構築
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•実動訓練の実施
○空港の耐震化と災害時に求められる空港の役割
①救急・救命活動の拠点機能および緊急物資・人員の輸送受入れ機能
　被害状況の迅速な把握、救急・救命輸送、緊急物資・人員輸送
②航空ネットワークの維持
　航空ネットワーク全体への影響を回避
③背後圏経済活動の継続性確保
　公共交通機関の確保
④空港施設の耐震化
•基本施設（滑走路・誘導路等）の陥没防止
•地下構造物の崩壊防止
•航空管制機能停止の防止と空港管理機能の確保（管制塔等の倒壊防止）
•航空保安施設の機能確保（無線・証明施設の転倒防止）
○空港に必要な機能
（ 1）災害時に空港に期待される役割
　2005年10月の新潟県中越地震では、被災を免れた新潟空港が、緊急物資およ
び人員の輸送拠点および新幹線に代わる高速交通輸送手段の拠点として、役割
を果たした。
（ 2）空港が一定の役割を果たすための要件
•一般的な地震動に対して、航空機の運航に必要な機能に支障がないこと
•大規模地震動に対して、人命に重大な影響を与えないこと
•航空機の安全運航のため、航空管制機能が停止しないこと
①救急・救命活動の拠点機能
　発災後、早期に活動が開始される救急・救命活動を支援する機能（ヘリコプ
ターが駐機・燃料補給可能な施設）
②緊急物資・人員輸送の受入れ機能
　発災後数日内に開始される被災地への緊急物資や人員の輸送活動を支援する
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機能（自衛隊輸送機が離発着・駐機、燃料補給可能な施設、緊急物資を一時的
に保管可能な施設）
③民間航空機による暫定旅客輸送受入れ機能
　航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の継続に重要な役割を果たす空港
については、発災後、民間航空機の運航により、他の交通機関の代替輸送を可
能にする機能（民間航空機が離発着・駐機、燃料補給可能な施設）
○空港津波対策に関する問題点
•空港は、深度 4 以上の揺れを観測すると閉鎖し、滑走路の状態等を点検し、
安全を確かめたたうえで再開する。ただし、津波警報が出ると空港職員は建
物内に退避することが定められているため、この間、滑走路上の航空機はそ
のまま移動できなくなること。
•仙台空港では、地震後、職員はターミナルなどに避難し、約 1時間後に津波
に襲われた。仙台空港に隣接する海上保安庁仙台航空基地では、小型機など
4機が津波にのまれた。海上保安庁は、航空機を視察・救助に向かわせるた
め、独自に滑走路の状態を点検していたが、余震で作業が何度も中断し、ヘ
リコプター 1機を離陸させることしかできなかったこと。
•地震とともに滑走路は閉鎖され、大津波警報の発令により、職員も避難し、
飛行再開のための滑走路点検ができない状態が続いたこと。
•航空機がターミナルなどの建物に衝突すれば、燃料に引火して火災を発生し、
乗客に多数の犠牲者が発生する可能性があること。
•航空機が流出しないようにする装置の開発が必要
•安全のためには、滑走路が閉鎖された場合でも、離陸する意思決定を可能に
する必要がある。マニュアルや規則で全てを規定してしまうと、最終的な機
長の決断を拘束することになりかねないこと。
○空港津波対策の方針策定課題
①人命保護対策
　人命保護対策について、旅客、空港関係者、周辺地域からの避難者および航
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空機内の旅客などを対象として講ずべき保護対策をソフトおよびハード面から
検討する。
②航空機の浮動および滑動対策
　衝突による炎上の危険性を伴う航空機が、津波により漂流する事態は、空港
内および周辺地域住民の人命に影響する重大なリスクとなる。津波襲来時に、
航空機の浮動または滑動による空港内および周辺地域における 2次災害の発生
に備えた対策の整備が求められる。
③空港施設の被害軽減・早期復旧
　空港施設の津波対策は、人命保護を前提とした防災対策（津波・漂流物の侵
入排除）と減災対策（津波・漂流物の侵入による被害の早期復旧）より成る。
　空港施設の津波対策は、想定する津波の規模、空港施設の代替性、必要な事
前対策、ソフト対策との併用、および周辺地域での準備状況を踏まえ、求めら
れる期間での性能復旧の実現性および対策費用の評価に基づく対策方針の検討
が必要。
○空港の災害復旧対策
①救命・緊急輸送用ヘリコプターの離着陸機能の確保
②救援機の離着陸機能の確保
③民間航空機の運航再開
○地震災害時に重要空港で必要となるソフト対策
⑴減災に向けた必要な対策
①多機能型地震計による緊急地震速報の活用
②想定した地震災害時対応の確実な遂行と災害対応機器への習熟を目的とす
る定期的な訓練の実施
③地震災害時における空港の役割の周知
⑵地震災害後の対応に向け必要な対策
①迅速な地震災害発生状況の確認や空港内外の施設に関する緊急施設点検を
行うための手引書の充実
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②対応職員の迅速な確保等空港防災体制の充実
③空港内事業者、関係機関等との緊急連絡体制の充実
④空港内事業者、関係機関等と連携した情報収集、および一般利用者への情
報提供方法の確立
⑤空港内事業者、関係機関と連携した負債者対応、帰宅困難者、緊急避難者
への対応方策および体制の充実
⑥空港への緊急輸送が開始されるまでの食料供給体制や被災各地への物資輸
送方法等の確率
⑦関係機関と連携した救急救命ヘリや自衛隊輸送機等による緊急輸送活動受
け入れ対応
⑧被災地内外空港の連携の強化
⑨二次災害の防止や緊急輸送活動に必要な施設の応急復旧および体制の充実
⑩本格復旧体制の充実
おわりに
　千年に一度といわれる東日本大震災のような災害は、極めて特別なものであ
るとしても、毎年発生する台風、豪雨、豪雪などの自然現象も年々激しさを増
しており、災害規模が大きくなっている。安全の維持が最も重要な航空業務に
おいては、自然災害を的確に把握し、速やかに対処することが不可欠である。
そのためには、最先端の技術を可能な限り利用し、常に変化する状況を想定し
ながら、ハードとソフトの両面で準備を行うことが重要である。行政的には空
港運営民間委託化の流れの中で、空港機能を活性化すると同時に、予算や人員
の制約のもとに、より効率的に空港関連サービスを提供することが求められて
いる。
　仙台空港は、東日本大震災でこれまで経験したことのない大規模な被害を受
けたが、早期に復旧できたことは、人員や物資の輸送活動の面から寄与しただ
60
政策創造研究　第 8号（2014年 3 月）
けでなく、空港の復旧を復興の象徴的な成果として地域住民や国民に発信でき
たことに大きな意義があったとされる。仙台空港以外にも、花巻空港、山形空
港、および福島空港が東北地方と他の地域との間の物資輸送や旅客輸送活動に
大きく貢献した。空港は、地域住民や国民が共有し、かつ災害時に重要な役割
を果たす社会資本でもあり、国民生活に欠かせない財産であるということが改
めて強く認識されたと評価されている。
　地域の拠点空港が被災した場合には、社会的影響が計り知れず、基本施設の
滑走路や誘導路などの地盤の液状化対策や被災時の早期復旧に向けた総合的な
対策を事前に確立し、民間航空機運航の早期再開に資することは、社会資本を
維持管理する上での責務であると考えられる。かくして、復旧に携わった全て
の関係者の使命感と情熱によって成遂げられた仙台空港の震災復旧作業は、後
世に語り継いでいくべき重要な知的財産であるといえる。
　空港機能の確保および円滑な維持には、空港用地・制限区域、空域・制限表
面、空港基本施設、航空保安施設、航空管制機能、電源、地上作業などの体制
整備が必要である。空港の被災・復旧遅れは災害応急対策活動の支障になる。
空港が災害時の代替輸送拠点として機能するためには、スロットとスポットに
臨時便の増便余地およびリダンダンシーが必要になる。
　全国97空港においては、LCC（Low Cost Carrier：格安航空会社）の参入な
ど、交通機関としての利便性と利用者の増加などにより、大災害が発生した場
合に、空港施設や航空機がどのように対応するかを事前に認識しておくことは、
重大な課題である。したがって、津波襲来の可能性がある空港においては、仙
台空港の経験を踏まえて、緊急避難体制を構築すると共に、被害が発生した場
合には、早期復旧ができる対策を講じることが継続的に課題となる。
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